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1 ．問題意識

財務諸表監査において，質問は，監査手続のさまざまな側面で用いられる重要な監査技術の 1
つである。質問は，被監査会社の役員や従業員に対して，不明の事実について口頭ないし書面で
質問を行い，それについての説明または返答を求めることによって，その正否または適否を立証
する資料を入手する技術である，と定義される（田島，1961，212頁）。近年はこの質問の対象者
はさらに広がっており，「事業体内外において知識を有する人物」（Messier, et al., 2017, p. 140），
つまり被監査会社以外のさまざまな利害関係者からも情報や回答を求める手続が行われている。
監査人が実施した質問に対する口頭による陳述は「口頭的証拠」となり，監査要点を裏付けるた
めに入手され評価される。ここで，監査要点の立証プロセスを図示すると，図表 1のように表さ
れる。

＜要　　約＞
本稿は，財務諸表監査において，監査要点を立証するために実施される質問が被質問者の回答
をどのように検証し評価するのかについて検討する。刑事および民事における証拠法の議論を参
照し，また監査基準や監査研究者の議論を集約して，口頭的証拠は，回答者に関する評価，質問
の回答内容と形式に関する評価，および質問の回答内容に関連する補強証拠を用いた評価という
3つの側面から検証されることを主張している。そして監査要点立証プロセスにおいて，質問が
他の監査技術を補う形となる補足的立証プロセスとして実施されるタイプ，および質問が監査要
点を立証する中心的な監査技術であり，他の監査技術が補足的に立証を支援するタイプが用いら
れていることを明らかにしている。

＜キーワード＞
質問，監査要点の立証，職業的懐疑心，口頭的証拠
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設定された監査要点（P）に対して，監査人は，その監査要点の求めるところに適合した証拠
資料（e）を入手し，そして監査人が照合行為の手段である監査技術（t）を証拠資料に対して実
施する。監査人は，この作業を通じて監査要点に対して蓋然性に基づく心証を形成し，監査要点
が裏付けられる（立証される）こととなる。したがって，監査要点に対して入手した証拠資料の
証明力の大きさは，監査技術による十分な検証作業をもって計られることとなる。たとえば，実
査を例に考えてみたい。監査要点に適合する物理的証拠資料に対して，監査人は，直接接触し，
五感でもって対象物の識別と実在性の立証，数量の決定，所有権の識別および対象物の状態の判
断を行う（鳥羽，1983，233頁）。監査手続の中心は，まさに監査技術による検証作業であり，監
査人がこの作業を十分に実施することができなければ，監査要点に対して誤った心証が形成され
てしまうであろう。
ここで，「質問」に対する監査要点の立証プロセスを考えてみたい。監査人は，監査要点に適

合する被監査会社の役員や従業員に対して質問を実施し，入手した回答に対して何らかの比較や
照合行為を実施することとなる。この検証作業を怠れば，監査要点に対して誤った心証が形成さ
れることとなり，実際に監査実務において質問の検証作業が不十分あるいは不適切であることが
PCAOBによってしばしば指摘されている。たとえば，PCAOBによる不適切な実務の指摘とし
て以下の例（PCAOB, 2017, p. 8）が挙げられる（下線筆者）。

引当金の計上されていない重要な売掛金の評価において，多様な信用格付機関がその顧客に
対する信用格付を Bあるいはそれ以下と評価しており，またこの売掛金は数年間未回収の
ままであったにもかかわらず，Grant Thornton会計事務所による監査手続は，被監査会社
が作成した覚書に目を通すことおよび経営者に対して質問を実施することに限定されており，
同事務所はその覚書に記載された情報あるいは経営者の回答の裏付けを入手しなかった。

また，PriceWaterhouseCoopers監査事務所に対する検査報告書（PCAOB, 2009, p. 13）では，「監
査業務に関する全般的な観察」と題して，次のような指摘が行われている（下線筆者）。

検査チームが識別した監査上の不備は，監査チームの質問に対する経営者の回答に過度の信

図表 1　監査要点の立証プロセス
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頼を置いていること，経営者の仮定を十分に検証し評価しなかったこと，そして経営者のバ
イアスが疑われる主観的な領域に対して適切な水準の職業的懐疑心を適用しなかったことを
示している。

このように，監査人は，質問の実施において，経営者の回答に過度の信頼を置き，あるいはそ
の回答を鵜呑みにしてしまうために，その監査実務が問題とされているのである。それでは果た
して，監査要点の立証プロセスにおいて，質問に対する回答を鵜呑みにしない検証作業とはどの
ようなものであるのか，また，職業的懐疑心を発揮した場合，質問という監査技術は，どのよう
な側面まで比較し照合することが求められるのか。PCAOBは，「監査証拠」と題する監査基準
において，「質問に対する回答を評価することは，質問プロセスの一部である」と規定している
（PCAOB, 2020, para. 17）。また，Comunale, et al.（2003）は，「クライアントに対する監査人の質
問プロセス」と題する論文において，「インタビューは，概して，クライアントの経営チームの
メンバーに向けられた監査人による一連の質問で構成されている。これらの質問の回答は，監査
人が検証し，総合し，そして分析しなければならない証拠を構成する」（p. 132）と説明している。
本稿の問題意識は，質問に対する回答の検証，分析そして評価，さらに質問の属性に応じた監査
人の心証形成の違いを明らかにすることを中心として，質問における監査要点の立証構造を解明
することにある。

2．証拠法における供述評価の議論

質問を通じて入手される口頭的証拠をいかに検証するか，この議論が古くから行われてきた領
域の代表は，おそらく証拠法にあると思われる。刑事や民事の裁判において，口頭的証拠は，
「供述」あるいは「証言」と呼ばれており，供述が判決に至る重要な証拠として非常に多く使わ
れているからである。たとえば，交通事故訴訟のように，重要な争点に関して文書が存在するこ
とが最初からあり得ない訴訟類型では，供述は数少ない重要な証拠となる。そこで，はじめに，
刑事における取調べや証拠法の領域から供述の評価に関する議論を検討していくこととする。

刑事における供述評価
証人の供述の真実性を評定する技法として，ドイツの心理学者である Undeutshは，供述が

「客観的現実」を持つかどうかを決めるのに役立つ規準を詳述している。Undeutshの業績はドイ
ツやスウェーデンの裁判において革命的な変革をもたらし，また，その後，アメリカ合衆国の科
学者たちも彼の技法の大きな可能性に気づき，これを活用し始めたことが紹介されている
（Gudjonsson, 1992; 庭山他訳，1994，271頁）。性的虐待事件の分野における供述の真実性に関する
彼の分析規準は，以下の通り16の項目に及んでいる（Undeutsh, 1989, pp. 112-116）。
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A．単一の供述から得られる規準
（1）一般的基本的規準
・時間的空間的な固着性：現実の事件は，すべて，いずれかの時間，いずれかの場所で生じ
ることになるため，犯罪は加害者と被害者の 2人の人生の交わりにつながり，組み込まれ
なければならない

・具体性（明瞭性と明確性，詳述性，鮮明性）：真の事象は何も存在しない状態（thin air）の中
で生じることはない

・報告内容が詳細性に富んでいること：複雑な事象は詳細性に富んで報告されなければなら
ない

・独自性（ステレオタイプな表現を上回っていること）：ある説明に関する真実の基礎を最も高
い可能性で保証（担保）するのは，顕著に例外的であり，過度に詳細な説明が示されたと
きである

・内的首尾一貫性（内的整合性）：説明の正式な構造は，多かれ少なかれ首尾一貫しうるもの
であり，報告された事象は，論理的に相互に関連し，相互に裏付けられている

・特定の種類の性犯罪に関する詳細を述べること：それぞれの種類の性犯罪に関する典型と
して知られる，犯罪被害者との関係に関する詳細や異常点を述べること

（2）上記の規準における特別な説明
・証人の能力を超えた説明：でっちあげの詳細な説明は，証人の能力，想像あるいは理解の
範囲を超えている

・主観的な経験の報告：犯罪者の道徳的矛盾に対する憤り，裏表のある言行，聖人ぶること，
偽善的な発言およびしらばっくれた態度などを報告すること

・予期しない複雑な状況に関する言及：予期しない複雑な状況について言及すること（事象
の過程における変更，失敗，妨害，障害，欲求不満）は，信憑性を支援している

・自然な修正，仕様，補完：話の途中に行われる自然な修正，仕様，補完
・自傷の散在：事件が発生する前，途中あるいはその後の，犠牲者や目撃者の側における，
社会的に認められないふるまいへの言及（法律用語の「利益に反する供述」）

（3）負の規準または管理された規準
・内的整合性の欠如
・自然法則や科学法則との整合性の欠如
・外的整合性の欠如（論争の余地のない事実との相違）

B．連続した供述から得られる規準
・持続性（不変性）の欠如
・過去の矛盾した供述
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わが国の民刑における供述評価
わが国においては，供述の評価に関する議論は非常に早い段階から行われていた。たとえば昭
和25年の文献『民刑新証拠論』では，供述の証拠の重さを判断する際に参照すべきポイントとし
て以下の説明が行われている（鈴木勇，1950，325-326頁）。

証人の態度または動作，その知能の程度，その地位と利害関係の有無，その動機，証言に矛
盾のないこと，証言と経験則の調和程度，傍系的情況と証言の一致性，証拠の重要部分に食
い違いないこと，承認せられた事実（争ない事実），当該の場合の蓋然性，立証責任の負担者
が何人なりや，ある種の場合における補強（たとえば共犯者の証拠，共同被告の自白），推定の
効果，ある問題に対する理論的な鑑定証拠の弱点，供述がある目的のためには証拠となるが
他の目的のためには証拠となりえないもの，またはある当事者にとっては利益であるが残余
の者に不利益な場合，その場合許容されるべき最良証拠が提出せられたか否かの如きがこれ
である。

この文献は，証人の態度，証言の無矛盾性，あるいは立証責任の負担者の判断など，供述を評
価するための数多くのさまざまな参照ポイントを提示している。これらのポイントは，後述する
ように現代における供述分析の議論に非常に多く通じるものであり，この研究の蓄積の長さをう
かがい知ることができる。供述証拠の証明力を判断するための指標は，論者によって異なり，さ
まざまなものが提示されているが，本稿では，A.供述者に関する指標，B.供述の内容自体に関
する指標，および C.供述に関連する証拠との関係の指標，という 3つの軸で野村（2002，53-54
頁），田中（2008，119-122頁），石井（2011，453-457頁），浪床（2010，290-291頁），鈴木重信
（1980，58-59頁）および吉岡（1978，12-17頁）らが示す評価ポイントを整理して示していくこと
とする。

A．供述者に関する指標
・ 供述者の真実把握能力：供述を行う者は，正常な五官と正常な理解力をもって，当該事実を
認識したかどうかが問われる。たとえば，登記について知識のある人であれば，その時交付
された書類は，権利書，委任状および印鑑証明書であると理解することができるが，そうで
ない人なら，何らかの書類が渡されたとしか認識できないであろう。

・ 供述者の精神状態：適格な供述をするためには，健全な感覚力と冷静適格な判断力が前提と
なる。たとえば，飲酒による注意力の散漫，異常な興奮や独断的性癖等は物事の認識にマイ
ナスに作用する。

・ 供述者の証言の根拠：供述の根拠となっている供述者の知識は，自分自身が直接経験した事
実に基づくものか，それとも他人が経験した事実の伝聞に基づくものかが問われる。たとえ
ば，供述者はしばしば体験したことと伝聞したことを混同して，全部を自ら直接見聞きした
かのように証言することがある。
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・ 供述者の供述態度：供述者が誠実な態度を持って行った首尾一貫し明確にして要を得た供述
は一般に信用できる。逆に，横柄な態度で独善的な供述は，それを部分的に事実認定の証拠
に採用するとしても，慎重な吟味を必要とする。

・ 供述者の人となりあるいは立場：供述者の性格や立場といった人となりに関する情報は供述
の信用性に影響を及ぼす。また供述者が事件関係者と利害関係にある，あるいは供述者が事
件の影響を受けて不利な状況に置かれてしまうような場合，意識的に虚偽供述を行う可能性
も考えられる。

・ 供述の時期：供述，とくに自白が，取調べの初期の段階で行われた場合，その証明力は高く，
逆に多数回にわたる長時間の取調べの末，ようやく自白した場合にはその証明力は概して低
い。

・ 供述入手の方法：誘導尋問や過当拘束など，不当な尋問の手続を経て供述が入手された場合
には，供述の信用性は否定される。

・ 供述の動機あるいは原因：とくに自白や共同犯行者の供述が改悛の情や自責の念など自発的
かつ道徳的な動機が原因で行われた場合には，その供述の証明力は高いものと認められる。

B．供述の内容自体に関する指標
・ 供述の首尾一貫性：供述が全体を通して首尾一貫しており，矛盾が存在していない場合，供
述の信用性を高める要因となる。

・ 論理法則や経験則との整合性：「経験則」とは，「経験から帰納される事物に関する知識や法
則」であり，供述が論理法則やこの経験則と整合することが問われる。自白の証明力を否定
する際に「供述が不自然で不合理である」と指摘されるのは，自白内容が論理則や経験則に
反している場合が多い。

・ 供述の明確性，具体性，迫真性：供述が明確で具体的であり，また迫真性を有しているほど
供述の証拠価値は高まり，また「秘密の暴露」が含まれていると供述の信用性は認められる。

C．供述に関連する証拠との関係の指標
・ 供述を裏付ける証拠：供述の真偽を裏付ける証拠が存在するかどうかが供述の信用性に決定
的な影響を及ぼす。たとえば，「甲銀行乙支店の窓口には行っていない」という供述に対し
て，乙支店で払出をしている供述者を撮影した防犯カメラの映像が証拠として提出されれば，
この供述が噓であることが証明される。

・ 間接事実との整合性：成立に争いがない，あるいは他の証拠で認定される間接事実が，供述
の内容や経験則の事柄に鑑みて矛盾しないかどうかが評価される。

・ 別の供述者による供述との整合性：供述者の供述と同じ内容の供述を別の供述者が行ってい
る場合，その供述が多いほど当該供述の信憑性は高くなり，逆に別の供述者の供述が相対立
する場合には，いずれかが虚偽の供述を行っていることとなる。
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供述の信用性を評価する指標として，しかしながら，これらの議論は財務諸表監査のコンテク
ストにおいてすべてが該当するというわけではない。たとえば，Undeutshの分析規準では，性
犯罪に関する詳細や異常点を述べること，主観的な経験，あるいは自傷の散在などの規準が挙げ
られているが，これらは企業の経営活動や財務報告においては該当するものではない。また，わ
が国の証拠法の議論においては，クライアントがしばしば上場企業であるような状況では，そこ
に従事する従業員や経営者に対して通常の業務の過程で質問が実施されるのであるから，供述者
の精神状態や供述者の証言の根拠が混乱するといった問題が生じる可能性はほとんどないであろ
う。さらに供述の時期や供述の入手方法に関しても，監査契約が交わされて継続的に監査が実施
されることに鑑みれば，長時間の取調べや不当な尋問手続のケースが起こる可能性は低いであろ
う。このように，証拠法における議論を財務諸表監査に適用可能な評価規準として整理すること
が必要となる。

3．財務諸表監査の領域における口頭的証拠の評価の議論

監査基準が示す口頭的証拠の評価
次に，財務諸表監査の領域における口頭的証拠の評価の議論について検討していくこととする。
まず，監査人が入手した回答に対する監査基準の規定では，口頭的証拠としての評価に関する指
示がいくつか示されているが，それほど多くは言及されていない。監査基準委員会報告書240「財
務諸表監査における不正」においては，「監査人は，監査役等にその企業に影響を及ぼす不正，
不正の疑い又は不正の申立てを把握しているかどうかを質問しなければならない。これらの質問
は，経営者の回答を補強するためにも行われる。」（日本公認会計士協会，2019a，para. 20）として，
経営者の回答を複数の質問の回答によって裏付けることを求めている。また，同報告書では「経
営者が最も不正を行いやすい立場にあることが多い。したがって，監査人は，質問に対する経営
者の回答を評価する場合には，職業的懐疑心を保持して，質問に対する回答を他の情報で裏付け
ることが必要かどうかを判断する。」（日本公認会計士協会，2019a，para. A16）として，経営者の回
答を補強証拠あるいは他の情報で裏付けることを求めている。
また，アメリカの監査基準においては，SAS142「監査証拠」のなかで「文書形態の情報は，

それが紙媒体であれ電子媒体であれ，口頭による質問を通じて入手した証拠よりもより信頼性が
高いであろう。たとえば，会議に関する同時の文書記録は，討議された問題に関するその後の口
頭の説明よりもより信頼性が高いであろう。」（AICPA, 2020, para. A24）として，回答の形態によ
る証拠能力の違いを説明している。さらに同基準では「職業的懐疑心を維持することは，確証的
な監査証拠が質問に限られている場合にはとくに重要である。かかる状況において，質問を通じ
て入手した情報と，経営者が主張する意図を実行する経営者の歴史，一連の行動を選択した理由，
および特定の行動を達成するための経営者の能力との間の首尾一貫性，あるいはその欠如を検討
することは有用であろう。」（AICPA, 2020, para. A66）として，質問に対する回答とその回答に関
連する情報との首尾一貫性について評価することを求めている。
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監査研究者による口頭的証拠の評価の議論
監査書を含め監査研究者による口頭的証拠の評価の議論は，文書的証拠や物理的証拠の議論に
比べてそれほど多くはないとはいえ，歴史的に早い段階から行われてきている。Mautz（1958）は，
質問相手の適格性によって口頭的証拠の信頼性が影響されることを論じている。彼は，回答者が
質問の対象となる事項に対して十分な知識を有しているかどうか，そして回答者がそこに責任を
有する立場にあるかどうかについて監査人が評価することを求めている（p. 45）。田島（1961）は，
人的証拠の証明力と題して，証拠法の文献を参照しながら，質問に対する回答の評価について多
くの側面から詳述している。そこでは，人的証拠が証拠能力を持ちうるためには，回答者の適格
性，任意性，回答における書面の利用，回答者自身の信憑力（誠実性，認識力，記憶力あるいは事
実表現力など）および要証事実と関連性を有する補強的証拠の入手といった要件が必要であると
論じられている（107-113頁）。また，Mautz（1964）は，回答者が企業の内部者よりも企業外部の
者の方が，その供述証拠の信頼性は高いことを指摘し，第三者による陳述における最も強力な証
拠として，受取勘定に関して当該債務を負う個人からの陳述，あるいは財産の所有権に関して信
頼しうる弁護士からの陳述を入手することを挙げている（pp. 67-68）。そして鳥羽（1994）は，
（1）質問によって引き出された回答が監査要点にどの程度適合しているか（監査要点との適合性），
（2）回答者が質問に応じた回答を可能とする十分な専門的・技術的能力を持っているか否か（回
答者の適格性），（3）質問相手の組織内での地位や職責（回答者の立場），（4）他の回答内容や監査
結果との整合性，および（5）質問の形式（文書によるか，口頭によるか）とする 5つの点から口
頭的証拠の評価を論じている（237-238頁）。
監査書における議論に目を向ければ，まず亀岡他（2021）は，口頭的証拠の評価に関して，質

問に対して責任ある回答のできる権限や専門性を有しているかどうかの検討を含む「回答者の適
格性」，および回答の内容に関する「回答内容の適切性」と「回答内容の無矛盾性」についての
評価を求めている（218頁）。またMessier, et al. （2017）は，質問の実施において，（1）回答者の
知識，客観性，経験，責任および資格を検討すること，（2）回答者の反応や回答内容を検討し，
追跡的質問を実施すること，および（3）回答の内容を評価すること，といった点を監査人に求
めている（p. 141）。そして Elder, et al. （2020）は，とくに質問に対する回答者の姿勢や態度につ
いて踏み込んだ議論を行っている。彼らは，「質問に長けている監査人は，回答を聞く際に言語
および非言語の手がかりを評価する」と説明した上で，以下の図表 2および図表 3に示すような
回答者のさまざまな言語および非言語の手がかりを紹介している（p. 291）。
最後に，Hirst and Koonce （1996）による実証研究から明らかとなった口頭的証拠の評価内容に

ついて示していく。彼らは，「実証的分析的手続を実施した結果，予想外の差異が検出され，そ
の理由について質問を実施する」という状況を設定し，監査人はどのような側面で評価をしてい
るかについて，36人の実務家監査人に個別インタビューを行った。その結果，10人の監査人は，
クライアントの職員が即座にあるいは確信を持って説明できない場合，即座にそして確信を持っ
て回答する場合よりもクライアントの回答により強い懐疑心を抱くと示した（回答におけるしぐ
さの評価）。18人の監査人は，クライアントあるいはその他から受け取った説明を裏付ける情報
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図表 2　質問における言語の手がかりの観察

図表 3　質問における非言語の手がかりの観察

言語の手がかりの例 監査人の対応

「一般に」「普通は」「しょっちゅ
う」「通常」といった修飾句を多
用する

監査人は，かかる修飾句を用いることが，監査の対象となってい
るプロセスや状況に何らかの例外事項が存在することを示してい
るのかどうかを判断するために，さらに裏付けを行わなければな
らない。

監査人の質問に対して回答者が頻
繁に言い直している

熟達した監査人は，言い直しはしばしば，回答者は自分の回答に
ついて不確かである，あるいは回答者が時間稼ぎを試みているこ
とを示すことを認識している。

「えーと」「うーんと」「実は」と
いったつなぎ語を使う

つなぎ語を使うことは，しばしば，回答者が質問に対して躊躇し
ている，あるいは回答できないことを示唆するため，監査人はそ
の言葉に注意を払わなければならない。

「ちょっと緊張していて」あるい
は「ちょっと思い出せなくて」と
いった，忘れてしまったり緊張し
ている状況

この状況が続く場合，監査人は，ごまかしの可能性に注意しなけ
ればならない。

「それは状況によります」といっ
た寛大な態度や「私が知っている
限りでは」といった過度に限定的
な回答

不正直な人は，しばしば，不正に関与しているかもしれない者に
対して寛容である。

インタビューを終わらせたがらな
い

概して正直な人は，インタビューを早く終わらせる傾向がある。
ごまかそうとする人は，自分が真実を話していると監査人に納得
させようとして，質問プロセスを続けようと試みるであろう。

出所：Elder, et al., 2020, p. 291

非言語の手がかりの例 それが意味するところ

物理的な壁
・手，ペン，紙などで手を隠す
・腕や足を組む
・指を叩いたり鳴らすといった，気を散らす音を出す
・ 距離をおこうとして，監査人から身体をそらして，ドア
や窓の方に向ける

特定の質問に対して，回答者が落ち着か
ないと感じているとき，回答者は，監査
人から安心できる距離をおこうとして，
非言語の壁を打ち立てるであろう。

ストレスの兆候
・口が渇いている兆候を示す
・頻繁に唇をなめる，つばを飲み込む，または咳をする
・ そわそわする，足踏みをする，あるいは足を小刻みに揺
する

・顔に汗をかく
・目線を逸らす

ほとんどの人々は，噓をつくことにスト
レスを感じるであろうし，そのストレス
は身体に表れてしまう。

出所：Elder, et al., 2020, p. 292
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を探すことを指摘した（情報による回答の裏付け）。 1人の監査人は，統制環境の高さ，説明の確
実性，予想外の差異の規模，および他の変化との説明の首尾一貫性によって回答を受け入れるか
どうかを判断すると説明した（回答内容の具体性，他の情報との整合性）。そしてほとんどの回答者
は，変動のかなりの部分が説明され，あるいは説明のインプリケーションを「数量化すること」
によって予想外の差異が説明できたときに十分な信頼を置く（comfortable）と答えた（回答内容
の具体性）。

4．質問に対する口頭的証拠の評価指標

財務諸表監査の領域における口頭的証拠の評価の議論をベースとし，そして証拠法における供
述評価の議論を参照して総括すれば，質問に対する口頭的証拠を評価するための指標は，A．回
答者に関する評価，B．質問の回答内容と形式に関する評価，および C．質問の回答内容に関連
する補強証拠を用いた評価，という 3つの側面から分類することができるであろう。これを図示
したものが図表 4となる。

そして，それぞれの評価指標の具体的内容について整理したものが以下にまとめられる。監査
人は，質問に対する回答を鵜呑みにしないためには，回答者の適格性や立場，あるいは回答者の
態度や姿勢といった回答者の主体自体に関する評価，回答と監査要点との整合性，回答内容の首
尾一貫性，あるいは回答内容の明確性や具体性といった回答内容自体の評価，そして回答内容を
裏付ける情報や証拠あるいは別の監査手続で入手した監査証拠との整合性といった補強証拠との
関係の評価という13の観点から検証することが可能であると結論づけられよう。そして職業的懐
疑心を発揮した厳密な監査が求められる局面では，これら13の観点のいずれの視点をどれほど多
く実施すべきかを検討することになるであろう。

図表 4　監査手続における口頭的証拠の評価

P

監査要点

e/t P（e/t）

立証済
監査要点

被質問者
の回答 質 問

回答者に関する評価
　・適格性 ・立場 ・態度 ・質問形式
回答内容と形式に関する評価
　・適合性 ・首尾一貫性  ・整合性・明確性
補強証拠と照らし合わせた評価
　・裏付証拠 ・別の監査証拠 ・メンタルモデル
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A．回答者に関する評価
1． 回答者の適格性：質問の対象者は，アサーションに関連した業務に従事し，そして適切な
知識を有していること

2． 回答者のクライアントにおける立場：質問対象者は，経営者，企業の業績あるいは一定の
財務数値に関して利害関係や圧力を受ける立場にないこと，および地位が高いこと

3． 回答者の回答における態度：
　　（ア） 言語の手がかり：回答中の自然な修正や補完は誠実な姿勢の表れ，逆につなぎ語や

修飾句を多用する，インタビューを終わらせたがらない場合，監査人は注意を払わ
なければならない

　　（イ） 非言語の手がかり：態度の誠実性や真摯な姿勢は回答の真実性に結びついている，
逆に腕を組む，指を鳴らすあるいはストレスの兆候の仕草を見せる場合は，注意を
要する

4． 質問の形式：質問あるいはその回答が文書，口頭，電子メールあるいはリモートのいずれ
の形式をとっているか

B．質問の回答内容と形式に関する評価
1． 回答と監査要点との適合性：質問によって引き出された回答が監査要点にどの程度適合し
ているか

2． 回答内容の首尾一貫性：回答の内容が全体として首尾一貫し，矛盾がないこと
3． 論理・科学法則や経験則との整合性：回答内容が論理法則や科学法則，あるいは経験則と
照らして整合していること（たとえば，経営者が説明する事業計画や業績予測は，経験則と照
らして評価される）

4． 回答内容の明確性，具体性，詳細性：回答内容が明確で具体的であり，また詳細であるほ
ど回答の証拠価値は高まり，また「秘密の暴露」が含まれていると回答の信用性は認めら
れる（たとえば，不正に関する従業員からの情報は，明確性，具体性および秘密の暴露が含まれ
ることが多い）

C．質問の回答内容に関連する補強証拠を用いた評価
1． 回答内容を裏付ける証拠：回答内容を直接裏付ける証拠の入手と評価
2． 回答内容を間接的に裏付ける証拠との整合性：回答の内容を間接的に裏付けることのでき
る情報との整合性や無矛盾性（たとえば，見積りや将来予測に関して，景気の動向や同業他社
のデータなどとの整合性）

3． 別の監査手続によって入手された監査証拠との整合性
4． 別の回答内容との整合性：入手した回答内容が別の回答者あるいは過去の回答から入手し
た回答内容と整合し，矛盾がないこと

　　（ア） 企業内の他の回答者の回答内容との整合性
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　　（イ） 企業外の回答者の回答内容との整合性
　　（ウ） 過年度に行われた回答内容との整合性
5． メンタルモデルとの合致の程度（仮定の合理性）

5．実証的手続における質問を用いた監査要点立証プロセス

設定された監査要点を立証するための一連の監査手続において，質問は，それ単独で実施され
ることは希であるといえよう。監査基準委員会報告書500「監査証拠」（日本公認会計士協会，
2018）では，通常，質問のみでは，アサーション・レベルの重要な虚偽表示がないことについて
十分な監査証拠を提供しない（para. A2）とされ，また質問は，質問以外の監査手続と組み合わ
せて監査の全過程で利用される（para. A22）と説明されている。そこで，質問とそれ以外の監査
技術とを組み合わせた監査要点立証プロセスについて，質問が他の監査技術を補う形で実施され
る補足的立証プロセス，および質問が監査要点を立証する中心的な監査技術であり，他の監査技
術が補足的に実施されるタイプ，すなわち質問が主導的な立証プロセスに分けて検討していくこ
ととする。

質問の補足的立証プロセス
立証力という視点から，従来，監査技術は「主たる監査技術」と「補助的な監査技術」に分類
されており，前者の例として実査，確認および突合が，そして後者の例として質問が挙げられて
いる（Moyer, 1952, pp. 687-688）。このため，監査要点の立証において，質問は，しばしば他の監
査技術による立証活動に対して補強証拠を提供する形で用いられている。五十嵐（2012）は，質
問による監査証拠は，他で入手した監査証拠を補強することができると述べている。たとえば，
証憑突合によって会計記録の正確性を検証している際に，営業責任者に当該取引の内容，詳細，
理由などについて質問して，証憑書類や他の文書に記述されている取引や会計事象について確か
めることによって，補強証拠を得ることが可能となる（233頁）。
また，監査基準委員会報告書330「評価したリスクに対応する監査人の手続」（日本公認会計士

協会，2018）では，売上を過大計上するリスクが存在する場合，監査人は，売上債権残高の確認
だけでなく，場合によっては日付，返品条件及び引渡条件を含めた販売契約の詳細を確認するこ
とを指示している。そして販売契約及び出荷条件の変更について，経理以外の部門に質問して，
これらの確認を補完することが有効であると述べている（para. A52）。このように，不正リスク
に対応して補強証拠として質問の実施が求められることもある。この関係を図示したものが図表
5となる。

質問の主導的立証プロセス
監査要点によっては，経営者や担当責任者による口頭的証拠を裏付けることが非常に重要な場
合がある。それは，口頭的証拠以外の証拠が入手しづらい状況，あるいはかかる口頭的証拠が立
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証プロセスにおいて重要な位置を占める場合であり，たとえば偶発事象の有無や公正価値の測定
において設定された仮定に関する経営者の意図，あるいは分析的手続で識別された重要な差異に
関する説明などが挙げられる。このように質問が主導的となる場合の監査要点立証プロセスにつ
いて検討していくこととする。

AICPA （2017）の監査実務指針「分析的手続」では，実証性テストとして実施された分析的手
続によって重要な差異が識別された場合，監査人はかかる差異に関する説明を入手し，そしてそ
の説明を裏付けなければならないと述べている。そしてその裏付けを実施するためには，以下の
監査技術の 1つ以上を用いることを求めている（para. 1.45）。
・ クライアントの組織外部の人物に対する質問：たとえば，監査人は，主要な供給先から得た
割引を供給先の担当者に質問することによって確かめる。

・ クライアントの組織内部の独立した人物に対する質問：たとえば，広告費の増加に関して財
務担当部長から入手した説明は，マーケティング担当取締役に対する質問によって裏付けら
れる。別の会計部門の職員と討議するだけでは，説明を裏付ける上で不適切である。

・ 別の監査手続から入手した証拠：別の監査手続（とくに期待を展開するために用いられたデー
タに対して実施された監査手続）は差異に関する説明を十分に裏付ける。

・ 補足的証拠の検証：監査人は，説明を裏付けるために，文書的証拠を補足的に検証する。た
とえば， 1カ月の間に売上原価が上昇したのは，異常な大口の販売契約が理由である場合，
監査人は，販売契約や受領証といった文書を補足的に検証する。

このように，分析的手続で明らかとなった重要な差異に関する担当者の説明に対して，別の人
物に対する質問や関連する情報の検証によって補足的証拠を入手して裏付けることが求められて
いる。これは，口頭的証拠を評価するための指標である「C．質問の回答内容に関連する補強証
拠を用いた評価」を実施することに他ならない。この関係を図示したものが図表 6となる。
偶発事象を検出するための監査手続について，Elder, et al. （2020）は，質問を主導的とした立

図表 5　補足的な質問の実施による立証プロセス

P

監査要点

e/t P（e/t）

立証済
監査要点

＜主導的監査技術＞

確認・売上債権残高
・販売契約の詳細

販売契約や出荷条件
の変更について質問

補強証拠の提供

＜補足的監査技術＞
担当者
の回答

経理以外の
部門への質問
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証プロセスとして説明している。監査人は，偶発事象の網羅性を監査要点として設定し，計上あ
るいは記録されていない偶発事象の可能性について経営者に質問し，これらの質問において見落
とされているあるいは完全に理解されていない偶発債務について，経営者への注意喚起として，
開示が必要な偶発債務を具体的に説明する。そして監査の完了時点において，監査人は，経営者
確認書の一部として，開示されていない偶発債務がないことを承知している旨の文書を経営者に
求める。その上で，かかる経営者による口頭的証拠を補完するため，所得税の決済に関する当期
と前期の内国歳入庁報告書のレビュー，訴訟またはその他の偶発債務の兆候に関する取締役会や
株主総会の議事録のレビュー，監査期間における法定費用の分析と偶発債務の兆候に関する顧問
弁護士からの送り状やステートメントのレビュー，係争中の訴訟の状況やその他の偶発債務に関
するクライアントの法的サービスを提供する弁護士からの文書の入手，潜在的な偶発事象を示す
情報に関する監査資料のレビュー，そして貸借対照表日時点における効力のある信用状の検証と
使用または未使用の残高確認書の入手などの実施が求められると説明している（p. 724）。
そして経営者の意図に関して質問を実施する場合，監査基準委員会報告書500「監査証拠」（日

本公認会計士協会，2018，A24）およびアメリカ監査基準書142号「監査証拠」（AICPA, 2020, A66）

では，質問によって入手した監査証拠を別の監査手続で入手した監査証拠によって補強する関係
が示されている。経営者の意図を実現する経営者の過去の歴史，一連の行動を選択した理由，お
よび特定の行動を達成する経営者の能力を理解することにより，質問を通じて入手した情報が裏
付けられると説明している。このように，主導的な質問の手続を補う形で，関連文書のレビュー，
関連情報の分析，過去の実績や経営者の能力の把握，そして顧問弁護士を含む別の担当者への質

図表 6　質問が主導的に実施される立証プロセス

P

監査要点

e/t P（e/t）

立証済
監査要点

＜主導的監査技術＞
重要な差異に
関する質問

担当者の説明

重要な差異に関する
説明の裏付け（C）

補強証拠の提供

補足的監査技術

供給先の
説明

組織外部者
への質問

マーケティング
担当取締役の
説明

組織内部者
への質問

該当する
データ

データの
検証

販売契約
受領書

文書的証拠
の検証
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問などが実施され，より強固な監査要点の立証が行われることとなるのである。

6．総括と研究課題

監査要点を立証するための監査手続において，監査人は，質問によって入手した回答をどのよ
うに検証し評価するのか，本稿ではこの命題に対して，回答者の適格性や立場，あるいは回答者
の姿勢や態度といった「回答者に関する評価」，回答内容の首尾一貫性，回答と監査要点との適
合性，回答内容の明確性あるいはその論理整合性といった「質問の回答内容と形式に関する評
価」，そして回答内容を直接あるいは間接的に裏付ける証拠の入手，別の監査手続で入手した監
査証拠との整合性，別の回答内容との整合性あるいはメンタルモデルとの合致の程度といった
「質問の回答内容に関連する補強証拠を用いた評価」という 3つの側面から全13の観点における
評価の指標を主張した。被質問者の回答を鵜呑みにせず，職業的懐疑心を高める質問を実施する
ためには，回答に対してできるだけ多くの観点から網羅的かつ徹底的な評価を実施することが求
められるであろう。また，監査要点の立証において，質問は，主に補助的な形で実施されるが，
見積りを中心とする仮定の合理性に関連した監査要点や偶発事象の網羅性など，質問が主導的に
実施される場合もある。後者の場合，口頭的証拠の評価指標の 1つの側面である「C．質問の回
答内容に関連する補強証拠を用いた評価」が求められ，質問の回答を裏付けるためのさまざまな
情報の検証や関連付けられる別の監査手続が実施されることとなる。体系的に質問の立証構造を
理解し，評価指標を把握することによって，職業的懐疑心の発揮が求められる局面に立たされた
監査人は，より効果的な監査を実施することができるものと期待される。
本稿では，監査要点を立証するための視点から研究が進められたものであるが，逆に質問の実
施プロセスにおいて監査要点を反証あるいは否定するという視点からの検討がなされなかった。
監査要点を反証する場合，監査人は，いかなる観点の評価指標をもって入手した回答を否定する
のか，質問の回答を否定する確証的あるいは絶対的証拠が存在しない場合，たとえば仮定の合理
性や経営者の意図といった性質の監査要点に対して，監査人はどのように反証プロセスを進めて
いくのか，そしてかかる反証プロセスは監査要点立証プロセスとどのような構造上の違いがある
のか。質問の立証構造を探求する上で，このような異なる側面から研究を深めていくことが今後
の課題として残されている。
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